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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．第24期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．「売上高」には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

３．「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高 (百万円) － － － － 225,146 

経常利益 (百万円) － － － － 8,937 

当期純利益 (百万円) － － － － 5,006 

純資産額 (百万円) － － － － 28,378 

総資産額 (百万円) － － － － 110,906 

１株当たり純資産額 (円) － － － － 539.07 

１株当たり 

当期純利益金額 
(円) － － － － 94.58 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) － － － － 25.6 

自己資本利益率 (％) － － － － 19.1 

株価収益率 (倍) － － － － 15.10 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － － － － 10,588 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － － － － △3,948 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － － － － △98 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
(百万円) － － － － 7,349 

従業員数 (人) － － － － 1,994 



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．第24期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりませ

ん。 

２．「売上高」には消費税等は含まれておりません。 

３．「持分法を適用した場合の投資利益」は、第23期までは関連会社がないため、第24期からは連結財務諸表を

作成しているため記載しておりません。 

４．「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高 (百万円) 197,059 177,650 189,420 204,006 210,135 

経常損益 (百万円) △3,396 △4,966 1,633 7,376 9,567 

当期純損益 (百万円) △1,449 △5,997 1,176 3,556 5,447 

持分法を適用した場合の

投資利益 
(百万円) － － － － － 

資本金 (百万円) 11,081 11,081 11,081 11,081 11,081 

発行済株式総数 (株) 52,585,000 52,585,000 52,585,000 52,585,000 52,585,000 

純資産額 (百万円) 25,446 19,255 20,416 24,000 28,819 

総資産額 (百万円) 94,394 90,079 89,278 100,109 111,953 

１株当たり純資産額 (円) 483.91 366.18 388.26 456.06 547.45 

１株当たり配当額 

（内、１株当たり 

中間配当額） 

(円)
4.50 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

9.00 

(－) 

12.00 

(4.50) 

１株当たり 

当期純損益金額 
(円) △27.56 △114.05 22.37 67.26 102.96 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 27.0 21.4 22.9 24.0 25.7 

自己資本利益率 (％) － － 5.9 16.0 20.6 

株価収益率 (倍) － － 25.52 12.95 13.87 

配当性向 (％) － － － 13.4 11.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 2,977 △1,191 8,228 13,179 － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △7,898 △5,908 △3,957 △7,984 － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △3,636 7,273 △4,491 △5,092 － 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
(百万円) 752 926 706 809 － 

従業員数 (人) 2,261 2,182 2,048 1,976 1,394 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和57年３月 清涼飲料の直接販売を目的として、三ツ矢フーズ株式会社を東京都中央区京橋に設立（主たる商

品：三ツ矢サイダー、ウィルキンソン、バヤリースオレンジ）。 

４月 株式会社三ツ矢ベンディングより営業譲渡を受け、営業活動を開始。 

昭和59年12月 北海道地区の清涼飲料の販売に関する営業を、北海道三ツ矢フーズ株式会社へ譲渡。 

昭和62年４月 アサヒビール飲料株式会社に商号を変更し、本店を東京都渋谷区本町に移転。 

６月 名古屋地区以西の清涼飲料の販売に関する営業を西日本アサヒビール飲料株式会社へ譲渡。（同

社は昭和63年１月に名古屋地区の営業を東海アサヒビール飲料株式会社へ、九州地区の営業を九

州アサヒビール飲料株式会社へ、それぞれ譲渡。） 

平成２年９月 西日本アサヒビール飲料株式会社、東海アサヒビール飲料株式会社及び九州アサヒビール飲料株

式会社と合併し、本店を東京都墨田区吾妻橋へ移転。東北、首都圏、中部、近畿圏、中国、四

国、九州、各支社を設置。 

平成３年１月 北海道・沖縄を除く全国で清涼飲料の卸売り業務を全面的に開始。 

平成５年３月 「アサヒ 十六茶」を発売。 

平成７年12月 北海道アサヒビール飲料株式会社（旧北海道三ツ矢フーズ株式会社）より営業譲渡を受け北海道

地区でのルートセールスによる営業を開始。 

平成８年４月 沖縄地区における清涼飲料の卸売り業務を開始。 

７月 アサヒビール飲料製造株式会社及び北陸アサヒビール飲料製造株式会社と合併し、柏、明石、北

陸各工場を設置。アサヒビール株式会社から飲料事業の営業譲渡を受け、飲料研究所を設置。清

涼飲料水メーカーとして商品開発から製造販売までの一貫体制を確立。 

アサヒ飲料株式会社に商号を変更。 

平成９年９月 新世代缶コーヒー「ワンダ」を発売。 

平成11年８月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場。 

平成12年10月 執行役員制度を導入。 

平成13年４月 富士山工場を設置。 

平成17年１月 直販自動販売機フルオペレーション部門をアサヒビバレッジサービス株式会社（現連結子会社）

として新設分割。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、親会社であるアサヒビール株式会社を中心とするグループに属しております。アサヒビールグル

ープは、酒類・飲料の製造販売、外食事業、食品事業、薬品事業、物流事業、不動産事業等を営んでおります。 

 当社グループと親会社及び親会社の子会社（関連当事者）等との事業上の関係及び位置付けは次のとおりでありま

す。 

当社 

 当社は、清涼飲料の製造・販売を行っており、製品の一部を親会社に販売しております。 

子会社 

 当社の子会社であるアサヒビバレッジサービス株式会社は、当社より製品を仕入れ、自動販売機にて販売してお

ります。 

親会社 

 当社の親会社であるアサヒビール株式会社は、当社より飲料製品を仕入れ、ギフトセットとして販売しておりま

す。 

 また当社は、アサヒビール株式会社より不動産を賃借しております。 

親会社の子会社（関連当事者） 

 株式会社アサヒカーゴサービス東京、株式会社アサヒカーゴサービス名古屋、株式会社アサヒカーゴサービス大

阪、株式会社アサヒカーゴサービス九州は、親会社製品及び当社製品等の運送、親会社及び当社物流センターの管

理、倉庫業等を行っております。 

 事業の系統図は、次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

(1) 親会社 

（注）上記関係会社は、有価証券報告書を提出しております。 

(2) 連結子会社 

（注）アサヒビバレッジサービス株式会社は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。 

主要な損益情報等   (1）売上高     29,980百万円 

(2）経常損失      148百万円 

(3）当期純損失    154百万円 

(4）純資産額       672百万円 

(5）総資産額     3,495百万円 

５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

当社グループは、単一セグメント、単一事業部門であるため区分表示は行っておりません。 

 （注）従業員数は就業人員であり、連結会社外からの出向者を含み、当連結会社から連結会社外への出向者を除いてお

ります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、親会社のアサヒビール株式会社等からの出向者92人を含み、連結子会社のアサ

ヒビバレッジサービス株式会社等への出向者619名を除いております。 

２．平均年間給与は、税込支払給与額であり基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

３．従業員数が前期末に比べ582名減少した主な要因は、アサヒビバレッジサービス株式会社を分社したことに

よるものであります。 

(3) 労働組合の状況 

 当社グループの労働組合は、アサヒ飲料労働組合と称し、平成17年12月31日現在の組合員数は1,667名であり、

上部団体には加盟しておりません。 

 労使関係は、結成以来安定かつ円満に推移しており特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の 
被所有割合 
（％） 

関係内容 

アサヒビール株式会社 東京都中央区 182,531 
ビール等酒類製造、

販売 
51.18 

役員の兼任あり。 

当社飲料製品の販売、

不動産の賃借及び従業

員の出向受入他。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

アサヒビバレッジサー

ビス株式会社 
東京都墨田区 495 清涼飲料水の販売 100 当社製品等の販売 

  平成17年12月31日現在

従業員数（人） 1,994 

  平成17年12月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,394 36.6 12.3 6,387,118 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度のわが国経済は、雇用・所得の環境改善による個人消費の拡大や高水準の企業収益に伴う設備投

資の増加などにより、緩やかな回復基調にありました。飲料業界におきましては、前期の猛暑の反動はあったもの

の、年間を通して好天に恵まれたことやお茶カテゴリーを始めとした各社の積極的な新商品の発売などにより、販

売数量全体では前期比２％程度増加したものと推定されます。 

このような状況の下、当社グループは、当連結会計年度を中期経営計画２年目として「成長戦略」と「構造改

革」による収益構造改革の総仕上げを行うとともに、平成18年以降の積極的な投資への転換による飛躍的拡大のス

テージへと踏み出す最初の年と位置付け、さらなる収益基盤の強化を図ってまいりました。 

成長戦略の根幹をなす商品戦略では、基幹ブランド「ワンダ」「三ツ矢」「アサヒ 十六茶」の強化・拡大施策

を実施するとともに、緑茶カテゴリーで新ブランド「アサヒ緑茶 若武者」を、スポーツドリンクカテゴリーで

「アサヒ スーパーＨ２Ｏ」をそれぞれ発売し、ブランド確立に挑戦してまいりました。また、その他の商品につ

きましても、中期経営計画の方針に基づき、マーケティング部門と営業部門の連携をさらに強化して機動的な商品

開発を実施してまいりました。 

営業面では、販売促進施策の立案機能の集約・一元化を行い、お客様や販売チャネルの動向に合わせて、広告や

キャンペーンをさらに効果的に展開する体制といたしました。また、投入する広告・販売促進施策のコントロール

を商品の販売動向に合わせて、よりきめ細やかに行ってまいりました。 

これらの取り組みの結果、当連結会計年度の飲料販売数量は１億1,676万ケース（前期比10.1％増）となり、前

期に引き続いて大幅に販売数量を伸長することができました。 

構造改革におきましては、コスト競争力をさらに強化するために、当社グループ全体で収益構造の変革に努めて

まいりました。特にＳＣＭ部門では、継続的なコストダウンに加えてコスト競争力をさらに強化するために、柏工

場のボトル缶製造設備能力の増強、明石工場の500ml耐圧ペットボトル内製設備の新設、富士山工場の無菌充填設

備の増設など、各工場において戦略的な設備投資を実施いたしました。また、営業面では、自動販売機のオペレー

ション部門を分社化し、平成17年１月に設立いたしましたアサヒビバレッジサービス株式会社を当社グループの戦

略部門と位置付け、積極的な新規開拓活動や、業務プロセスの平準化による生産性向上を果たすことで、ローコス

トオペレーションを推進してまいりました。 

また、企業の社会的責任（ＣＳＲ）に対する取り組みといたしましては、商品の安心・安全の確保に加えて、長

距離トラック輸送を海上・鉄道貨物のコンテナ輸送に切り替えるモーダルシフトの推進による二酸化炭素排出量の

削減や、化石資源の使用量削減・ラベル廃棄時の二酸化炭素排出量抑制に効果のあるエコラベルを「アサヒ 十六

茶 愛知万博」に採用するなど、環境面での取り組みを進めてまいりました。 

以上の結果、当連結会計年度の当社グループの連結売上高は前期比10.4％増の225,146百万円、営業利益は前期

比17.4％増の9,551百万円、経常利益は前期比21.2％増の8,937百万円、当期純利益は前期比40.8％増の5,006百万

円となりました。 

 なお、商品カテゴリーごとの状況は次のとおりであります。  

＜炭酸飲料＞ 

平成16年にブランド生誕120周年を迎えた「三ツ矢」ブランドにつきましては、引き続いて「三ツ矢サイダー」

を中心とした積極的な広告展開や販売促進活動を行うとともに、「三ツ矢 白いサイダー」を全国発売するなど、

「三ツ矢」ブランドの強化を図りました。その結果、売上高は炭酸飲料合計で前期比7.6％増の50,042百万円とな

りました。 

＜果実・野菜飲料＞ 

前期に引き続き“旬を先取りした新鮮な果実の味わい”というコンセプトの「早旬果実」シリーズの商品展開を

行い、幅広い層に「バヤリース」ブランドの新しい世界観を訴求する等、「バヤリース」ブランドの活性化に努め

てまいりました。その結果、売上高は果実・野菜飲料合計で前期比17.2％増の19,824百万円となりました。 



＜コーヒー飲料＞ 

基幹ブランド「ワンダ」につきましては、主力商品「ワンダ モーニングショット」を中心に広告や販売促進活

動を展開しました。また、微糖タイプの「ワンダ ショット＆ショット」、無糖タイプの新提案商品「ワンダ スト

レートカフェ」などの新商品が好調に推移したことによって、業界でのコーヒー飲料が微増のなか、売上高はコー

ヒー飲料合計で過去最高となる前期比14.0％増の60,419百万円となりました。 

＜お茶飲料＞ 

「アサヒ 十六茶」につきましては、商品が持つ健康価値にフォーカスし、家族で安心してご愛飲いただけるよ

う“ノンカフェイン”にするとともに、素材の健康価値を付加することで、ブランドの活性化に努めてまいりまし

た。また、新発売いたしました「アサヒ緑茶 若武者」は、積極的な広告や販売促進活動を展開したこともあり、

当社緑茶カテゴリーとして４年ぶりに1,000万ケースを超える商品となりました。その結果、日本茶飲料は増加し

ましたが、その他のお茶飲料の減少により、売上高はお茶飲料合計で前期比1.5％減の58,026百万円となりまし

た。 

＜その他飲料＞ 

健康飲料は、素早く水分を体に浸透させるために、体液より低い浸透圧のハイポトニック設計に仕上げた「アサ

ヒ スーパーＨ２Ｏ」がご好評をいただき、売上高は前期比22.9％の増加となりました。またミネラルウォーター

は、前期に引き続いて「アサヒ 富士山のバナジウム天然水」が売上を伸ばし、売上高は前期比39.0％増加しまし

た。 

以上の結果、売上高はその他飲料合計で前期比30.9％増の34,112百万円となりました。 

なお、当連結会計年度は連結初年度であるため、前年同期比較の比較対象として前期の個別数値を使用しており

ます。 

(2) キャッシュ・フロー 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

税金等調整前当期純利益が増加したものの、法人税等の支払額の増加により、前期に比べ2,591百万円減少し、

10,588百万円の収入となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

有形固定資産の取得による支出が減少したことにより、前期に比べ4,035百万円増加し、3,948百万円の支出と

なりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

主に長期借入金の増加等により、前期に比べ4,993百万円増加し、98百万円の支出となりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前期末と比較して6,540百万円増加し、7,349百万円となりまし

た。 

なお、当連結会計年度は連結初年度であるため、前年同期比較の比較対象として前期の個別数値を使用しており

ます。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループは、単一セグメント、単一事業部門であるため商品カテゴリーごとに記載しております。 

(1) 生産実績 

 当社製品は、自社工場にて生産するほか、製造を一部外部に委託しております。その依存度は、数量比で当連結

会計年度46.6％、また金額比（総製造費用に占める外注加工費の割合）で当連結会計年度11.8％であります。 

 （注）１．数量は、外部への製造委託による生産実績を含めた製造数量であり、（ ）は内書きで、自社工場における

製造実績を記載しております。 

２．当連結会計年度は連結初年度であるため、前年同期比較の対象として前期の個別数値を使用しております。

(2) 製品及び商品の仕入実績 

 （注）１．金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含んでおりません。 

２．当連結会計年度は連結初年度であるため、前年同期比較の対象として前期の個別数値を使用しております。

(3) 受注状況 

 当社グループでは原則として受注生産は行っておりません。 

品目 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

前年同期比（％） 

炭酸飲料（千函） 27,272 (14,720) 106.7 ( 99.9) 

果実飲料（千函） 11,622 (   862) 116.4 ( 93.7) 

コーヒー飲料（千函） 27,679 (20,890) 111.0 (110.0) 

お茶飲料（千函） 34,109 (19,438) 98.7 ( 89.9) 

その他飲料（千函） 20,178 ( 8,590) 143.9 (170.5) 

合計（千函） 120,862 (64,502) 110.8 (105.2) 

品目 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

前年同期比（％） 

製品仕入 
その他飲料 

（百万円） 
411 121.2 

商品仕入 
他社飲料、菓子他

（百万円） 
2,026 107.0 

合計（百万円） 2,437 109.2 



(4) 販売実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．製品の数量には、自社製品の数量のみを記載しております。 

３．商品の数量には、製品販売に関する提携を行った商品の数量のみを記載しております。その他の商品につき

ましては、仕様が多岐にわたり記載が困難なため数量に含めておりません。 

４．当連結会計年度は連結初年度であるため、前年同期比較の対象として前期の個別数値を使用しております。

３【対処すべき課題】 

(1) 現状の認識について 

本年の飲料業界においては、原材料価格の値上がりや店頭価格の下落など、業界を取り巻く環境はますます厳しさ

を増すものと予想されます。前年に引き続いて、各社の積極的な商品上市や販売促進活動の展開はあるものの、総需

要を押し上げるまでの効果は期待できず、販売数量は前年並みになるものと予想されます。 

(2) 当面の対処すべき課題の内容、対処方針並びに取り組み状況等 

こうした状況の中で当社グループは、中期経営計画最終年度である本年を長期成長路線へ新しい第一歩を踏み出す

重要な年であると位置付け、「成長戦略」と「構造改革」の完遂によって売上と利益の飛躍的な拡大のステージを目

指すために相応しい体制を構築してまいります。 

成長戦略の根幹をなす商品戦略では、激戦の続く飲料業界において、確固たる地位を築くために、基幹ブランド

「ワンダ」「三ツ矢」「アサヒ 十六茶」に加えて、当期に立ち上げた「アサヒ 若武者」と「アサヒ スーパーＨ２

Ｏ」を加えた５つのブランドに経営資源を集中して、ブランドの強化・育成を推進してまいります。 

その他の商品につきましても、日本で発売55周年となる安心と信頼のブランド「バヤリース」や、注目素材バナジ

ウムを含んだナチュラルミネラルウォーター「アサヒ 富士山のバナジウム天然水」などの強化を図るとともに、中

期経営計画の方針に基づき、常に挑戦する飲料メーカーとして、お客様や得意先のニーズをいち早く察知し、スピー

ディーな商品提案を実施してまいります。 

構造改革におきましては、引き続き手を緩めることなくコスト競争力の強化のための施策を推進してまいります。

ＳＣＭ部門では、当期実施いたしました各工場の戦略的な設備投資の効果を最大限に発揮した製造はもとより、中

長期的な視点に立った最適な生産・物流体制の構築を進めてまいります。また、原材料の調達プロセスの見直しによ

って、より構造的な原価低減の取り組みを行います。 

営業部門では、販売促進費を中心とした営業関連経費の効率化に取り組んでまいります。 

また、アサヒビバレッジサービス株式会社におきましても、引き続き業務プロセスの平準化による生産性向上に取

り組むとともに自動販売機の設置ロケーションの新規開拓活動を進めてまいります。 

併せて、これからの成長戦略と構造改革を強力に推進すべく、部門別の人材キャリア開発制度の整備を始めとし

て、挑戦的な組織風土の醸成と組織の活性化を進めてまいります。 

また、企業の社会的責任（ＣＳＲ）の重要性の高まりを強く認識し、商品の安心・安全の確保はもちろんのこと、

コンプライアンス、環境マネジメント、情報開示などの向上に努め、企業品質を高めて社会を含めた全ステークホル

ダーの満足の最大化を目指してまいります。 

品目 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

前年同期比 

金額（百万円） 数量（千函） 金額（％） 数量（％） 

製品     

炭酸飲料 50,042 26,679 107.6 108.9 

果実飲料 19,824 11,416 117.2 119.9 

コーヒー飲料 60,419 27,457 114.0 114.1 

お茶飲料 58,026 34,171 98.5 99.2 

その他飲料 34,112 15,995 130.9 128.1 

計 222,423 115,720 110.5 110.2 

商品 2,722 1,043 103.4 105.1 

合計 225,146 116,763 110.4 110.1 



これらの諸施策を確実に実施して、中期経営計画で掲げた目標を達成し、株主の皆様のご期待にお応えして魅力あ

る企業であり続けるよう、全力をあげてまいります。 

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性がある事項には、以下のようなものがあります。当社グループはこのようなリスクを認識した上で、リスク発生

の回避とリスク発生時の影響の極小化に努めてまいります。 

なお、以下に記載する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。 

(1) 食品の安全性について 

当社グループは、「食の安全」をお客様に提供するため、商品開発、生産、流通、販売全ての段階に通じた品質保

証体制を構築しております。しかしながら、食品業界を取り巻く昨今の環境においては、鳥インフルエンザ、ＢＳＥ

等様々な問題が発生しております。当社グループとしましては、そのリスクを適時に察知し、顕在化する前に対処す

るよう取り組んでおりますが、当社グループの取り組みの範囲を超える事態が発生した場合、当社グループの業績及

び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 天候・自然災害による影響について 

当社グループの属する飲料業界は、天候による影響を受けます。冷夏、その他台風等の天候による個人消費動向の

変動は、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、大規模地震等の自然災害にて製

造拠点が被害を被った場合には、操業中止による製造能力の低下、設備修復に伴う費用の増加等により、当社グルー

プの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 製品及びサービスの欠陥に関するリスクについて 

当社グループは社会や市場の変化に対応し、高品質で安全な商品と真心のこもったサービスの提供を目指しており

ます。そのため、商品開発から販売に至る全ての段階に通じた品質保証体制を構築しておりますが、万一、当社グル

ープが提供する製品及びサービスに欠陥が発生した場合にはお客様の安全を最優先とし迅速に対応策を実施いたしま

す。また、委託製造品の品質につきましても、自社製造品と同様に管理体制について万全を期しております。 

なお、重大な製品及びサービスの欠陥が発生した場合には、当社グループの品質に対する信頼低下を招くとともに

多額のコストが発生し、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 原材料費の高騰による影響について 

当社グループの製品に使用する原材料には、価格が市場の状況によって変動するものがあります。原材料の価格が

異常に高騰した場合、製造コストが上昇し、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(5) 環境に関するリスクについて 

当社グループは廃棄物再資源化、省エネルギー、二酸化炭素排出の削減、容器リサイクルの推進を図り、事業を遂

行していく上で環境に関連する各種法律、規制を遵守しております。しかしながら、関係法令等の変更によって、新

規設備の投資、廃棄物処理方法の変更等による大幅なコストの増加が発生する場合、当社グループの業績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。 

(6) 法的、規制等の変更によるリスクについて 

当社グループが展開する事業は、「食品衛生法」、「製造物責任法（PL法）」、「廃棄物処理法」等、様々な法的

規制を受けております。これらの法律、規制等が強化された場合、または予期し得ない法律、規制が新たに導入され

た場合、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(7) 訴訟のリスクについて 

当社グループは事業を遂行していく上で、各種関係法令を遵守し、また社員がコンプライアンスを理解し、実践す

ることに最善の努力をしております。しかしながら、事業を遂行していくうえで、訴訟提起されるリスクを抱えてお

ります。万一、当社グループが訴訟を提起された場合、訴訟の結果によっては、当社グループの業績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。  



(8) 情報漏洩等のリスクについて 

当社グループは、販促キャンペーン、通信販売等により多数のお客様の個人情報を保有しており、また、ウェブサ

イトや販促キャンペーン等の編成や運営を、当社グループが信頼に足るとの判断をもとに外部の企業に委託すること

がありますが、これらの重要な情報の紛失、誤用、改ざん等を防止するため、システムを含め情報管理に対して適切

なセキュリティ対策を実施しております。しかしながら、当社グループの予期し得ない不正アクセス等により情報の

漏洩や改ざんされるリスクがあります。また、コンピューターウィルスの感染による情報システムの一時的な混乱や

停止により、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(9) 保有資産の減損リスクについて  

平成17年４月１日以後開始する事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」が適用され、当社グループは平成

18年12月期より適用を予定しております。保有資産の将来キャッシュ・フロー等を算定し減損額の認識・測定を進め

てまいりますが、今後の将来キャッシュ・フローの減少や地価の一層の大きな下落等があった場合には、当社グルー

プの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(10)退職給付関係について  

当社グループの従業員の退職給付債務及び退職給付費用は、数理計算上で使用される割引率等に基づき算出されて

おります。金利の変動等前提条件に大きな変動があった場合、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 （注）「シャンソン十六茶」バルクとは、当社製品「十六茶」の原料茶葉であります。 

 

相手先 契約内容 締結年月日 有効期限 

株式会社シャンソン化粧品 

「シャンソン十六茶」バルク

の継続的売買及び商標の使用

許諾に関する契約 

平成４年12月28日 

平成18年12月31日。但し、当

事者の双方から終了もしくは

変更の意思表示がなかった場

合、自動延長（１年間）され

る。以後も同様。 



６【研究開発活動】 

当社グループは、社会や市場の変化を的確に捉え、多くのお客様に信頼される魅力ある商品の開発活動を推進

し、「本質を追求し、本物を目指した商品開発」、「元気・楽しさ・健康を機軸とした商品開発」及び「販売チャ

ネル特性にフィットした商品開発」に注力しております。 

  また、お客様に信頼される安全・安心を保証する品質保証技術もさらにレベルアップし、「おいしさ」と共にさ

らなる「安全・安心」を兼ね備えた商品開発に徹しております。生産技術の開発・評価などにも注力し、コストダ

ウンに繋がる技術開発も推進しております。 

  当連結会計年度における研究開発費の総額は、991百万円であります。 

(1) 商品開発 

商品開発部門では、当社グループの主力商品である「三ツ矢サイダー」のサイダーフレーバーを活用し、さらに

保存料を必要としない製造技術の確立により強炭酸としたことで、従来の果汁炭酸飲料にない爽快感を実現した

「三ツ矢爽レモンサイダー」、「三ツ矢スカットふじりんご」を開発・上市いたしました。 

 また、ビジネスマンを応援する缶コーヒー「ワンダ」からの新提案として、何本飲んでも飲み飽きないスッキリ

とした飲み口の新・微糖缶コーヒー「ワンダ ショット＆ショット」を開発・上市いたしました。 

 ブレンド茶のパイオニアである「十六茶」では、十六種類の自然素材のブレンドを見直し、家族で安心してご愛

飲いただける“ノンカフェイン”仕様とし、さらに十六茶風味を向上させた「アサヒ 十六茶」を発売いたしまし

た。 

 清涼飲料市場でさらなる伸長が予想される緑茶カテゴリーでは、若き茶名人丹野浩之（たんのこうし）氏監修の

もと、国産“若蒸し茶葉”を100％使用し、香り部分と味わい部分をそれぞれ別々に抽出してブレンドする「二段

仕込製法」を採用し、「爽やかな香り、スッキリとしたのどごし」を実現した「アサヒ緑茶 若武者」を開発・上

市いたしました。 

また、Ｆ１レーシングチーム「Ｂ・Ａ・Ｒ Ｈｏｎｄａ」及びチーム所属の日本人ドライバー佐藤琢磨氏とのパ

ートナーシップ締結により共同開発し、素早く水分を体に浸透させるために、体液より低い浸透圧であるハイポト

ニック設計に仕上げたハイポトニックスポーツウォーター「アサヒ スーパーＨ２Ｏ」を発売、お客様の絶大な評

価をいただくことが出来ました。 

紅茶飲料では「フォション」のパリ本店で人気ＮＯ．１を誇る「アップルティー」の味を再現した「フォション

アップルティー」を開発・上市いたしました。 

 さらに、旬の早取りと果肉感・とろけるような食感をお届けする「バヤリース 早旬果実シリーズ」など、多く

のお客様の新たな需要を喚起する、商品の開発に努めて参りました。 

 新規機能性飲料の中では、独立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構野菜茶業研究所を中心とした、産官

学からなる研究共同体に参画し、得られた成果をもとに茶葉の栽培から開発を進めた「べにふうき緑茶」の販売を

開始するなど、新たなマーケットを創造する研究開発を行ないました。 

(2) 技術開発 

技術開発部門では、「安全・安心」に関わる品質保証技術として、原料水、商品原料中の残留農薬、化学物質、

および有害微生物の分析技術の開発を行いました。さらに、生産設備の品質保証に関わる技術としては、富士山工

場の無菌充填ライン及びミネラルウォーターの製造管理技術の改良に取り組み、製造現場への展開を進めました。

 一方、コストダウンに関連する技術開発としては、有害微生物の迅速検査技術の開発を行い、製品の出荷判定期

間の短縮による商品在庫の圧縮に努めるとともに、容器のコストダウンと環境負荷の低減につながる、ＰＥＴボト

ルの軽量化に関する周辺技術の評価を実施してまいりました。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、原則として連結財務諸表に基づいて分析した内

容であります。  

(1) 重要な会計方針及び見積り  

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しており

ます。この連結財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については、「第５経理の状況 １．連結財務諸表

等 連結財務諸表作成の基本となる重要な事項」に記載されているとおりであります。 

当社グループは、退職給付引当金、貸倒引当金、税効果会計などに関して、合理的と考えられる見積り及び判断を

行い、その結果を資産・負債の帳簿価額及び収益・費用の金額に反映して連結財務諸表を作成しております。  

なお、当連結会計年度は連結初年度であるため、前年同期比較の比較対象として前期の個別数値を使用しておりま

す。 

(2) 当事業年度の経営成績の分析  

①売上高 

売上高は、前期比10.4％増、21,139百万円増収の225,146百万円となりました。基幹ブランド「ワンダ」にて、

主力商品「ワンダ モーニングショット」「ワンダ ショット＆ショット」を中心に広告や販売促進施策を実施し

た結果、コーヒー飲料カテゴリー合計で過去最高となる前期比14.0％増加の60,419百万円と好調に推移したこと、

引き続きブランド強化した「三ツ矢」を中心とする炭酸飲料カテゴリー合計で前期比7.6％増加の50,042百万円と

好調に推移したこと、及び新提案の「アサヒ スーパーＨ２Ｏ」がご好評をいただき、その他飲料カテゴリー合計

で前期比30.9％増加の34,112百万円となったことが主な要因として挙げられます。 

②売上原価、販売費及び一般管理費 

売上原価は、売上高の増加に伴い前期比10,178百万円増加の94,416百万円となりました。最適生産体制の構築及

び戦略的設備投資を実施し、継続的なコストダウンを推進しましたが、原油価格の高止まりやコーヒー豆の市場価

格の高騰があり、原料及び資材ともにコストが増加したこともあり、売上原価率は前期比0.6ポイント増加し

41.9％となりました。 

販売費及び一般管理費は、売上高の増加に伴い販売促進費が前期比7,606百万円増加しておりますが、自動販売

機の効率化推進等により、販売器具費を前期比1,363百万円減少させることができました。その結果、販売費及び

一般管理費の売上高比率は前期比0.8ポイント低下し53.9％となりました。 

③営業利益 

売上高の増加、販売費及び一般管理費の売上高比率低下により、営業利益は過去最高となる前期比17.4％増、

1,417百万円増益の9,551百万円となりました。また、売上高営業利益率も前期比0.2ポイント増加し4.2％となりま

した。 

④営業外損益 

営業外費用は、社内業務プロセスを見直し、原材料・製品の在庫及びロスの削減に取り組んだ結果、たな卸資産

廃棄損を前期比76百万円減少させることができました。 

その結果、経常利益は過去最高となる前期比21.2％増、1,560百万円増益の8,937百万円となりました。 

⑤当期純利益 

以上の結果、当期純利益は前期比40.8％増、1,450百万円増益の5,006百万円となりました。また、１株当たり当

期純利益は、前期の67.26円から94.58円と大幅に増加し、ROEも前期の16.0％から19.1％と増加いたしました。 



(3) 財政状態の分析  

①流動資産 

売上高が増加したことにより売上債権が前期比2,080百万円増加、未収入金が前期比1,307百万円増加、期末の資

金運用による短期貸付金が前期比5,999百万円増加したこと等により、前期末と比較し9,659百万円増加の57,647百

万円となりました。  

②固定資産 

有形固定資産については、主として富士山工場の無菌充填設備の増設及び明石工場の500ml耐圧ペットボトル内

製設備の新設等により前期比4,603百万円増加し、減価償却により3,254百万円減少いたしました。その結果、前期

末と比較し1,279百万円増加の42,716百万円となりました。  

無形固定資産については、ソフトウェアの減価償却等により前期末と比較し792百万円減少の3,123百万円となり

ました。 

投資その他の資産については、繰延税金資産の増加等により前期末と比較し650百万円増加の7,420百万円となり

ました。 

以上の結果、固定資産は前期末と比較し1,137百万円増加の53,259百万円となりました。  

③流動負債 

短期借入金及び１年以内返済予定長期借入金の金融債務が4,600百万円減少した一方、売上高の増加に伴う仕入

債務の前期比844百万円増加、新規設備投資等による未払金の前期比3,048百万円増加と、未払法人税等が1,299百

万円増加したこと等により、前期末と比較し699百万円増加の58,543百万円となりました。 

④固定負債 

長期借入金が前期比5,209百万円増加し、退職給付引当金が510百万円増加したことにより、前期末と比較し

5,719百万円増加の23,984百万円となりました。  

⑤資本 

当期純利益が5,006百万円となったことにより、資本の部は前期末と比較し4,378百万円増加の28,378百万円とな

りました。 

この結果、自己資本比率は前期末の24.0％から25.6％へと1.6ポイントの上昇となりました。 

なお、１株当たり純資産額は前期末より83.01円増加し、539.07円となりました。 

(4) 事業戦略と見通し 

「３ 対処すべき課題」に記載のとおりであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度における設備投資額は4,603百万円であります。   

 その主たるものは、無菌充填設備の増設等による富士山工場2,145百万円の設備投資、500ml耐圧ペットボトル内製設

備の新設等による明石工場1,325百万円の設備投資、及びボトル缶製造設備の増設等による柏工場894百万円の設備投資

であります。 

 また、この他にソフトウェアのために403百万円の投資を実施しました。 

 なお、生産能力に重要な影響を与えるような設備の売却、撤去等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．上記面積のうち（ ）書は、賃借中のものであります。 

４．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  平成17年12月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（単位：百万円） 

従業員数
（人） 建物及び 

構築物 
機械装置 
及び運搬具 

土地 
その他 合計 

面積㎡ 金額 

柏工場 

（千葉県柏市） 
清涼飲料製造 977 2,314 49,462 3,630 52 6,973 68 

富士山工場 

（静岡県富士宮市） 
〃 2,347 4,327 88,962 4,004 37 10,716 35 

北陸工場 

（富山県下新川郡入善町） 
〃 1,219 685 21,782 275 24 2,205 30 

明石工場 

（兵庫県明石市） 
〃 4,263 3,141 107,418 9,188 118 16,712 143 

首都圏支社他10支社 

（東京都中央区他） 
清涼飲料他販売 148 － 

2,639 

（36,039) 
350 24 522 801 

本店 

（東京都墨田区） 
業務一般 39 － － － 37 76 268 

飲料研究所 

（茨城県守谷市） 
研究及び開発 1 52 － － 165 219 49 

相模原配送センター 

（神奈川県相模原市） 
物流 417 － 11,260 2,321 1 2,739 － 

名称 数量 
リース期間
（年） 

年間リース料
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

備考 

工場生産設備 

（明石工場） 
一式 ３～10 340 622 

所有権移転外ファイナン

ス・リース及びオペレー

ティング・リース 

営業用車輌 649台 ５ 176 468 

所有権移転外ファイナン

ス・リース及びオペレー

ティング・リース 

自動販売機 173,199台 ５ 8,273 16,516 
所有権移転外ファイナン

ス・リース 



(2) 国内子会社 

アサヒビレッジサービス株式会社において、重要な設備がないため記載を省略しております。 

なお、リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

(2) 重要な設備の除却等  

該当事項はありません。 

名称 数量 
リース期間
（年） 

年間リース料
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

備考 

営業用車輌 727台 ５ 440 912 

所有権移転外ファイナン

ス・リース及びオペレー

ティング・リース 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。 

(4) 【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式2,220株は「個人その他」に４単元、「単元未満株式の状況」に220株を含めて記載しております。

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が５単元含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 160,000,000 

計 160,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年３月24日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 52,585,000 52,585,000 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 52,585,000 52,585,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成16年３月26日

（注） 
－ 52,585,000 － 11,081 △3,838 9,307 

  平成17年12月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他 
の法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 62 24 144 66 1 7,512 7,809 － 

所有株式数 

（単元） 
－ 14,106 861 58,545 12,070 1 19,581 105,164 3,000 

所有株式数の

割合（％） 
－ 13.41 0.82 55.67 11.48 0.00 18.62 100.00 － 



(5) 【大株主の状況】 

 （注）１．上記のうち、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社1,382千株、日本マスタートラスト信託銀行株式

会社1,257千株、及び資産管理サービス信託銀行株式会社448.5千株は、信託業務に係るものであります。 

２．株式会社東京三菱銀行は、平成18年１月１日に合併により株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行となっております。

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

アサヒビール株式会社 東京都中央区京橋三丁目７番１号 26,910.0 51.17 

アサヒ飲料社員持株会 東京都墨田区吾妻橋一丁目23番１号 2,377.5 4.52 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,390.0 2.64 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,315.0 2.50 

ステートストリートバンク 
アンドトラストカンパニー
505019 
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室） 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518 
IFSC DUBLIN, IRELAND 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

644.0 1.22 

ユービーエスエージーロンド
ンアイピービークライエント
アカウント 
（常任代理人 シテイバン
ク・エヌ・エイ東京支店） 

AESCHENVORSTADT 48 CH-4002 BASEL 
SWITZERLAND 
（東京都品川区東品川二丁目3番14号） 

600.0 1.14 

ゴールドマンサックスインタ
ーナショナル 
 (常任代理人 ゴールドマ
ン・サックス証券会社東京支
店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K 
（東京都港区六本木六丁目10番1号 
六本木ヒルズ森タワー） 

582.5 1.11 

バンクオブニューヨークジー
シーエムクライアントアカウ
ンツイーアイエスジー 
（常任代理人 株式会社東京
三菱銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 
カストディ業務部） 

577.0 1.10 

資産管理サービス信託銀行株
式会社（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエアオフィス
タワーＺ棟 

448.5 0.85 

ザチェースマンハッタンバン
クエヌエイロンドンエスエル
オムニバスアカウント 
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON 
EC2P 2HD, ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

439.0 0.83 

計 ― 35,283.5 67.10 



(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,500株（議決権の数５個）が

含まれております。 

②【自己株式等】 

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

2,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

52,580,000 
105,160 － 

単元未満株式 
普通株式 

3,000 
－ － 

発行済株式総数 52,585,000 － － 

総株主の議決権 － 105,160 － 

  平成17年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

アサヒ飲料株式会社 
東京都墨田区吾妻橋

一丁目23番１号 
2,000 － 2,000 0.00 

計 － 2,000 － 2,000 0.00 



２【自己株式の取得等の状況】 

【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません 

３【配当政策】 

当社は、株主の皆様への利益還元を重要な政策として位置付けており、利益の配分につきましては、財務体質の強

化と将来の事業展開に備えた内部留保の充実を図りながら、利益状況や業界状況を総合的に勘案の上、安定的な配当

を継続的に実施することを基本方針としております。 

当期の配当金につきましては、当社の財務状況及び当期の業績を総合的に勘案し、株主の皆様の日頃のご支援に感

謝の意を表するため、１株当たりの年間配当金を３円増配し、12円の配当（うち中間配当４円50銭）を実施いたしま

した。 

なお、第24期の中間配当についての取締役会決議は平成17年７月29日に行っております。 

４【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高（円） 955 675 653 1,147 1,500 

最低（円） 550 375 377 555 832 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 1,353 1,362 1,279 1,300 1,349 1,500 

最低（円） 1,294 1,229 1,177 1,185 1,269 1,335 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（千株） 

代表取締役

社長 
  岡田 正昭 昭和20年10月26日生 

昭和43年４月 朝日麦酒株式会社入社（現アサヒビール株式会社） 

平成11年３月 同社取締役 

平成12年３月 ニッカウヰスキー株式会社常務取締役 

平成13年３月 アサヒビール株式会社執行役員 

平成13年４月 同社執行役員酒類事業本部副本部長 

平成14年３月 同社常務取締役 

平成15年９月 同社常務取締役兼常務執行役員酒類事業本部長 

平成16年３月 同社専務取締役兼専務執行役員酒類事業本部長 

平成17年10月 同社専務取締役兼専務執行役員酒類本部長 

平成18年３月 当社代表取締役社長（現任） 

10.0 

代表取締役

副社長 
社長補佐 平山 健史 昭和24年12月５日生 

昭和47年４月 朝日麦酒株式会社入社（現アサヒビール株式会社） 

平成12年３月 同社理事広域流通部長 

平成13年９月 同社執行役員広域流通本部長 

平成14年９月 当社専務執行役員営業統括 

平成15年３月 当社代表取締役副社長（現任） 

7.0 

専務取締役 営業統括  菊地 史朗 昭和24年６月10日生 

昭和49年４月 朝日麦酒株式会社入社（現アサヒビール株式会社） 

平成14年３月 同社理事福島支店長 

平成14年９月 当社常務執行役員営業本部長 

平成15年３月 当社常務取締役 

平成17年３月 当社専務取締役（現任） 

4.0 

専務取締役 企画本部長 小路 明善 昭和26年11月８日生 

昭和50年４月 朝日麦酒株式会社入社（現アサヒビール株式会社） 

平成12年３月 同社人事戦略部長 

平成13年９月 同社執行役員 

平成14年３月 当社監査役 

平成14年９月 アサヒビール株式会社執行役員 飲料事業担当 

平成15年３月 当社常務取締役 

平成17年１月 アサヒビバレッジサービス株式会社代表取締役社長

（現任） 

平成18年３月 当社専務取締役（現任） 

4.0 

常務取締役 ＳＣＭ本部長 杉山 順一 昭和25年６月25日生 

昭和48年４月 朝日麦酒株式会社入社（現アサヒビール株式会社） 

平成13年３月 同社理事物流システム部長 

平成14年３月 当社理事ＳＣＭ部長兼原材料部長 

平成15年３月 当社取締役 

平成16年３月 当社常務取締役（現任） 

3.5 

常務取締役 

研究開発本

部長兼飲料

研究所長 

光田 博充 昭和26年３月31日生 

昭和49年４月 朝日麦酒株式会社入社（現アサヒビール株式会社） 

平成８年７月 当社飲料研究所長 

平成12年３月 当社理事明石工場長 

平成13年９月 当社理事飲料研究所長 

平成15年３月 当社執行役員マーケティング本部副本部長兼飲料開発

研究所長 

平成16年９月 当社執行役員営業本部副本部長兼飲料研究所長 

平成17年３月 当社取締役 

平成18年３月 当社常務取締役（現任） 

3.0 

取締役   髙橋 正哲 昭和21年10月24日生 

昭和44年４月 朝日麦酒株式会社入社（現アサヒビール株式会社） 

平成12年３月 同社執行役員中部地区本部長 

平成13年９月 同社執行役員酒類事業本部長 

平成14年３月 同社常務執行役員酒類事業本部長 

平成15年９月 同社常務執行役員近畿圏本部長 

平成17年３月 同社専務執行役員近畿圏本部長（現任） 

平成18年３月 当社取締役（現任） 

1.0 

 



 （注） １．取締役髙橋正哲氏は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役であります。 

２．監査役西川菅雄、本山和夫の両氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１

項に定める社外監査役であります。 

３．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選任しております。

補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（千株） 

監査役 

（常勤） 
  柴田 勲 昭和18年11月12日生 

昭和41年３月 朝日麦酒株式会社入社（現アサヒビール株式会社） 

平成４年９月 同社監査部長 

平成７年９月 同社広島支社長 

平成８年３月 同社理事広島支社長 

平成10年３月 同社取締役広島支社長 

平成10年９月 同社取締役グループマネジメント部長 

平成12年３月 当社取締役 

平成12年10月 当社執行役員 

平成13年３月 ニッカウヰスキー株式会社常務取締役 

平成17年３月 当社常勤監査役（現任） 

5.0 

監査役 

（常勤） 
  坂本 尚友 昭和21年４月12日生 

昭和44年４月 朝日麦酒株式会社入社（現アサヒビール株式会社） 

平成10年９月 当社生産部副部長 

平成11年３月 当社品質保証部長 

平成13年３月 当社理事品質保証部長 

平成15年３月 当社執行役員品質保証部長 

平成17年３月 当社常勤監査役（現任） 

1.0 

監査役   西川 菅雄 昭和15年11月23日生 

昭和38年４月 朝日麦酒株式会社入社（現アサヒビール株式会社） 

平成７年３月 同社取締役人事部長 

平成９年３月 同社常務取締役人事部長 

平成９年９月 同社常務取締役 

平成10年９月 同社常務取締役全社マネジメント本部長 

平成11年３月 同社専務取締役全社マネジメント本部長 

平成11年９月 同社専務取締役 

平成13年３月 同社代表取締役副社長 

平成16年３月 同社常勤監査役（現任） 

平成17年３月 当社監査役（現任） 

1.0 

監査役   本山 和夫 昭和25年３月14日生 

昭和47年４月 朝日麦酒株式会社入社（現アサヒビール株式会社） 

平成12年３月 同社執行役員総合品質本部長 

平成13年９月 同社執行役員ＳＣＭ本部長 

平成14年９月 同社執行役員（現任） 

平成15年３月 当社監査役（現任） 

－ 

計 39.5 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

藤田 博 昭和15年７月３日生 

昭和40年４月 朝日麦酒株式会社入社（現アサヒビール株式会社） 

平成９年３月 同社取締役 

平成12年３月 同社常務執行役員首都圏本部副本部長兼東京支社長 

平成12年10月 同社常務執行役員酒類事業本部副本部長兼首都圏本部長

兼東京支社長 

平成13年９月 同社常務執行役員酒類事業本部副本部長兼首都圏本部長 

平成14年３月 同社専務執行役員酒類事業本部副本部長兼首都圏本部長 

平成14年９月 同社専務執行役員営業推進担当 

平成15年３月 同社常勤監査役（現任） 

－ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、激変する経営環境にスピーディーに対応するとともに、グループ連携を強化し、また企業の社会性・透

明性の向上により社会との信頼関係をより強化し、株主価値を向上させることをコーポレート・ガバナンスの基本

的な考え方としております。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の機関の内容 

当社は、取締役７名（うち社外取締役１名）による取締役会を月１回開催し、経営意思決定を行っておりま

す。また、意思決定の迅速化を図るため、社内取締役と執行役員で構成する経営会議を週１回開催し、業務執行

に関する意思決定を行っております。 

当社は、監査役制度を採用しており、監査役４名（うち社外監査役２名）で監査役会を構成しております。監

査役は取締役会及び経営会議に出席して経営の監視を行うほか、監査計画に基づく本店及び事業場の監査を実施

して執行状況の監視を行っております。 

② 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

当社は、取締役会による業務執行状況の監督、監査役会による監査を軸に経営監視体制を構築しております。

内部統制につきましては、内部監査部門として代表取締役社長直轄に監査部（４名）を設置し、内部監査規

程・監査基準に基づき、監査計画を策定、業務執行が適正かつ効率的に行われているかを把握・評定し、監査結

果及び改善のための提言が直接経営者に報告される体制を構築しております。さらに、社員通報制度として「企

業倫理問題相談制度」を設けており、社内で「各種法令」、「企業倫理規程等の社内規程」及び「社会的規範」

に違反するような問題点が発見された場合には、報告者を保護しつつ相談内容を審査する体制を構築しておりま

す。本制度に基づく相談を審査し、問題解決に向けた措置を講ずるための機関として、代表取締役社長を委員長

とし、構成員に総務担当役員、顧問弁護士を加えた「企業倫理委員会」を設置し、コンプライアンスの確保を図

っております。 

また、必要に応じて顧問弁護士の助言を得て、企業経営及び業務執行の適法性に留意しております。 

③ 会計監査の状況 

当社は、あずさ監査法人と監査契約を締結しており、監査役及び監査部と連携を保ちながら会計監査を受けて

おります。 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、西村勝秀氏（監査年数９年）、文倉辰永氏及び河西正之氏であ

ります。また、当社の監査業務にかかる補助者は、公認会計士３名、会計士補４名、その他１名であります。 

④ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

社外取締役は親会社であるアサヒビール株式会社の常務取締役、社外監査役のうち１名は同社の執行役員、１

名は同社の常勤監査役を兼務しており、グループ経営の視点からも経営及び監督の強化を図っております。 

⑤ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの実施の状況 

取締役会は毎月１回定期開催するほか、必要に応じて臨時に開催しております。最近１年間で12回開催し、社

外取締役の出席率は83％となっております。監査役会は最近１年間で12回開催し、社外監査役の出席率は96％と

なっております。 



当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりであります。 

(3) 役員報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

（注）期末現在の在籍人員は、取締役７名、監査役４名であります。  

(4) 監査報酬の内容 

当事業年度における当社の会計監査人である、あずさ監査法人に対する報酬は以下のとおりであります。 

（注）上記以外の報酬はございません。 

 取締役 監査役 計 

 
支給人員 

(名） 

支給額 

(百万円）

支給人員

(名） 

支給額 

(百万円）

支給人員

(名） 

支給額 

(百万円）

株主総会決議に基づく報酬 7 111 4 31 11 142 

利益処分による役員賞与 6 18 2 0 8 19 

株主総会決議に基づく退職慰労金 1 10 2 18 3 29 

計 － 140 － 51 － 191 

  金額（百万円） 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 32 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以

下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、

前連結会計年度との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日ま

で）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16年１月１日から平成16年12月31日まで）及び当事業年度（平成17年１

月１日から平成17年12月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】  

  
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金     1,350   

２．受取手形及び売掛金 ※４   32,767   

３．たな卸資産     7,653   

４．未収入金     6,265   

５．短期貸付金 ※５   5,999   

６．繰延税金資産     1,829   

７．その他     1,892   

貸倒引当金     △111   

流動資産合計     57,647 52.0 

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産         

(1) 建物及び構築物 ※１ 19,582     

減価償却累計額   9,260 10,322   

(2) 機械装置及び運搬具   29,974     

減価償却累計額   19,414 10,560   

(3) 土地 ※１   21,336   

(4) 建設仮勘定     26   

(5) その他   2,102     

減価償却累計額   1,632 470   

有形固定資産合計     42,716 38.5 

２．無形固定資産     3,123 2.8 

３．投資その他の資産         

(1) 投資有価証券     1,290   

(2) 繰延税金資産     3,169   

(3) その他     3,028   

貸倒引当金     △68   

投資その他の資産合計     7,420 6.7 

固定資産合計     53,259 48.0 

資産合計     110,906 100.0 

     
 



  
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．支払手形及び買掛金 ※４   22,308   

２．短期借入金     500   

３．１年以内返済予定長期
借入金 

※１   791   

４．未払金     25,360   

５．未払法人税等     3,341   

６．賞与引当金     548   

７．その他 ※４   5,693   

流動負債合計     58,543 52.8 

Ⅱ 固定負債         

１．長期借入金 ※１   14,245   

２．退職給付引当金     8,465   

３．役員退職慰労引当金     63   

４．その他     1,211   

固定負債合計     23,984 21.6 

負債合計     82,527 74.4 

     

（資本の部）         

Ⅰ 資本金 ※２   11,081 10.0 

Ⅱ 資本剰余金     9,307 8.4 

Ⅲ 利益剰余金     7,833 7.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    158 0.1 

Ⅵ 自己株式 ※３   △2 △0.0 

資本合計     28,378 25.6 

負債及び資本合計     110,906 100.0 

     



②【連結損益計算書】  

  
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  225,146 100.0 

Ⅱ 売上原価  94,416 41.9

売上総利益  130,730 58.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1、3 121,178 53.9

営業利益  9,551 4.2

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  2

２．受取配当金  12

３．受取賃貸料  37

４．受入技術支援料  22

５．保証金取崩益  51

６．雑収入  38 165 0.1

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息  170

２．たな卸資産廃棄損  499

３．雑支出  109 779 0.3

経常利益  8,937 4.0

Ⅵ 特別損失  

１．固定資産売却除却損 ※２ 138 138 0.1

税金等調整前当期純利益  8,798 3.9

法人税、住民税 
及び事業税 

 4,150

法人税等調整額  △358 3,791 1.7

当期純利益  5,006 2.2

  



③【連結剰余金計算書】  

  
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  9,307

Ⅱ 資本剰余金期末残高  9,307

  

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  3,556

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．当期純利益  5,006 5,006

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金  709

２．役員賞与  19 728

Ⅳ 利益剰余金期末残高  7,833

  



④【連結キャッシュ・フロー計算書】  

   
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益   8,798

減価償却費   4,443

貸倒引当金の増加額   19

賞与引当金の増加額   74

退職給付引当金の増加額   510

役員退職慰労引当金の増加額   0

受取利息及び受取配当金   △14

支払利息   170

固定資産売却除却損   138

売上債権の増加額   △2,067

たな卸資産の減少額   478

仕入債務の増加額   844

未払金の増加額   1,267

その他流動資産の増加額   △1,483

その他流動負債の増加額   8

その他固定負債の減少額   △0

役員賞与の支払額   △19

その他   592

小計   13,760

利息及び配当金の受取額   14

利息の支払額   △163

法人税等の支払額   △3,022

営業活動によるキャッシュ・フロー   10,588

 



   
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出   △2,731

無形固定資産の取得による支出   △307

投資有価証券の取得による支出   △27

長期前払費用の取得による支出   △858

その他   △24

投資活動によるキャッシュ・フロー   △3,948

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純減少額   △2,800

長期借入金の借入れによる収入   6,000

長期借入金の返済による支出   △2,591

配当金の支払額   △706

その他   △1

財務活動によるキャッシュ・フロー   △98

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   6,540

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   809

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 7,349

   



連結財務諸表作成の基本となる重要な事項  

項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社数   １社 

会社名 アサヒビバレッジサービス㈱ 

なお、同社については、当連結会計年

度において新たに設立したため、連結の

範囲に含めております。 

２．持分法の適用に関する事項 非連結子会社および関連会社はありま

せんので、該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項   

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日前１ヶ月の市場価格等の

平均に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

を採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用

しております。 

② デリバティブ 

時価法（但し、特例処理の要件を満

たしている場合には、特例処理によっ

ております。） 

③ たな卸資産 

商品、製品、原材料 

総平均法による原価法 

貯蔵品 

移動平均法による原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産……定率法 

但し、平成10年４月１日以降取得した

建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。 

（主な耐用年数）  

建物及び構築物    ３年～39年 

機械装置及び運搬具 ２年～15年 

② 無形固定資産……定額法 

但し、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(3) 重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えて、賞与支

給見込額の当連結会計年度負担額を計上

しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により費用

処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により翌連結会

計年度から費用処理することとしており

ます。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末の要

支給額を引当計上しております。 

(4) 重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たしている金利ス

ワップについて、特例処理を採用してお

ります。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ取引 

ヘッジ対象・・・借入金利息 

③ ヘッジ方針 

デリバティブ取引は借入金利等の将来

の金利市場における利率上昇による変動

リスク回避を目的としており、投機的な

取引は行わない方針であります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略しており

ます。 

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(6) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法によっておりま

す。 

６．連結調整勘定の償却に関す

る事項 

該当事項はありません。 

７．利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

８．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係）  

当連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

※１ 担保に供している資産 

建物及び構築物 3,406百万円

土地 9,188 

計 12,594 

 上記資産は、長期借入金2,045百万円及び１年以内

返済予定長期借入金291百万円の担保（担保予約）に

供しております。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式52,585,000株

であります。 

※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式で2,220

株であります。 

※４ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て処理しております。 

 従って、当連結会計年度末日は金融機関の休日の

ため、次のとおり期末日満期手形が当連結会計年度

末残高に含まれております。 

（流動資産） 

（流動負債） 

受取手形及び売掛金 1百万円

支払手形及び買掛金 272 

その他 35 

※５ このうち現先取引による短期貸付金は5,999百万円

であり、当該現先取引にかかる担保受入有価証券の

時価は6,003百万円であります。 



（連結損益計算書関係）  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

販売促進費 56,640百万円

運搬費 13,034 

販売器具費 14,737 

広告宣伝費 11,123 

貸倒引当金繰入額 49 

従業員給料手当 8,115 

従業員賞与 2,412 

賞与引当金繰入額 471 

退職給付費用 593 

役員退職慰労引当金繰入額 27 

減価償却費 343 

研究開発費 991 

※２ 固定資産売却除却損の内訳は次のとおりです。 

固定資産除却損 

建物及び構築物 35百万円

機械装置及び運搬具 91 

その他 5 

無形固定資産 7 

計 138 

※３ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 991百万円

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年12月31日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 1,350 

短期貸付金勘定（現先) 5,999 

現金及び現金同等物 7,349 



（リース取引関係）  

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

4,347 3,357 990

その他    

（工具器具備
品） 31,389 15,315 16,073

合計 35,736 18,672 17,064

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 6,686百万円

１年超 11,357 

合計 18,043 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 9,056百万円

減価償却費相当額 8,096 

支払利息相当額 841 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 176百万円

１年超 367 

合計 544 



（有価証券関係）  

当連結会計年度（平成17年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において、その他有価証券で時

価のある株式について、減損処理を行った銘柄はありません。  

また、減損処理にあたっては、期末決算における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につい

て減損処理を行っております。  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  種類 取得原価（百万円)
連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

株式 452 808 356 

小計 452 808 356 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

株式 473 384 △89 

小計 473 384 △89 

合計 925 1,193 267 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 97 



（デリバティブ取引関係）  

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

当連結会計年度（平成17年12月31日現在） 

金利スワップ取引を行っておりますが、特例処理を適用しておりますので、注記の対象から除いております。 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(1) 取引の内容 

当社グループの利用しているデリバティブ取引は、金

利スワップ取引であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

当社グループのデリバティブ取引は、将来の金利変動

によるリスク回避を目的としており、投機目的での取引

は行わない方針であります。 

(3) 取引の利用目的 

当社グループは、金利関連のデリバティブ取引につい

て、長期借入金の金利変動リスクをヘッジするため、変

動金利を固定金利に変換する目的で金利スワップ取引を

行っております。 

なお、当該取引については、ヘッジ会計における特例

処理の要件を満たしているため、特例処理を適用してお

ります。従って、その判定を以ってヘッジの有効性の判

定に代えております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

金利関連における金利スワップ取引においては、市場

金利の変動によるリスクを有しておりますが、ヘッジ対

象の負債に係る金利変動リスクと相殺されます。 

また、当社グループの金利スワップの契約先は信用度

の高い国内銀行であるため、相手先の契約不履行による

信用リスクはないと判断しており、さらにこうした信用

リスクを回避するため、金利スワップ取引の契約先を借

入金と相殺可能な借入先としております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

金利関連のデリバティブ取引は、社内規程に基づき、

経営会議において承認を受けた範囲で財務部が行ってお

り、社内規程に定められた報告体制に従い、デリバティ

ブ取引の内容、残高等の状況を随時担当役員に報告して

おります。 



（退職給付関係）  

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。  

２．退職給付債務及びその内訳 

（注）連結子会社につきましては、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用の内訳 

（注）簡便法を採用しております連結子会社の退職給付費用は「(1) 勤務費用」に計上しております。 

４．退職給付債務の計算基礎 

  
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

(1) 退職給付債務（百万円） △7,814 

(2) 未積立退職給付債務（百万円）(1) △7,814 

(3) 未認識数理計算上の差異（百万円） △615 

(4) 未認識過去勤務債務（百万円） △34 

(5) 退職給付引当金（百万円）(2)＋(3)＋(4) △8,465 

  
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

退職給付費用（百万円）  687  

(1) 勤務費用（百万円）  570  

(2) 利息費用（百万円）  184  

(3) 数理計算上の差異の費用処理額（百万円）  △63  

(4) 過去勤務債務の費用処理額（百万円）  △3  

  
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(2) 割引率（％） 2.5 

(3) 数理計算上の差異の処理年数（年） 10 

(4) 過去勤務債務の処理年数（年） 10 



（税効果会計関係）  

当連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(単位：百万円)

繰延税金資産  

退職給付引当金損金算入限度超過額 3,333

賞与引当金損金算入限度超過額 223

未払事業税 269

たな卸資産評価損否認額 77

未払費用自己否認額 1,003

未実現利益消去 196

その他 207

繰延税金資産 小計 5,311

評価性引当額 △68

繰延税金資産 計 5,243

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △108

固定資産圧縮積立金 △136

繰延税金負債 計 △245

繰延税金資産の純額 4,998

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。 

 （単位：百万円）

流動資産－繰延税金資産 1,829 

固定資産－繰延税金資産 3,169 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

評価性引当額 0.6

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4

住民税均等割 0.8

その他 △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.1



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】  

当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）において、当社グループは「飲料事業」セグ

メントの単一セグメントのため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】  

当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する

連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。 

【海外売上高】  

当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）において、海外売上高は連結売上高の10％未

満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

当連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

（注）１．上記関連会社との取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

（注）２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社製品の販売については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

また、資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しており、返済期間は１年以内

としております。なお、担保は提供しておりません。 

(2) 役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

(3) 子会社等 

 該当事項はありません。 

(4) 兄弟会社等 

（注）１．上記関連会社との取引金額には消費税等は含まれておりません。 

（注）２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 
アサヒビ

ール㈱ 

東京都 

中央区 
182,531 

ビール等

酒類製

造、販売 

(被所有) 

直接 

51.18％ 

兼任3人 

出向4人 

転籍4人 

製品の販

売及び資

金の借入

等 

製品の販売 6,090 売掛金 709 

資金の借入 10,000 － － 

利息の支払 0 － － 

属性 
会社等の 
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員の 
兼任等 
（人） 

事業上 
の関係 

親会社の 

子会社  

㈱アサヒカ

ーゴサービ

ス東京 

東京都 

大田区 
80 物流事業 なし なし 

物流事務

委託及び

不動産の

賃貸等 

不動産 

の賃貸 
37 － － 



（１株当たり情報）  

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象）  

該当事項はありません。 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額（円） 539.07 

１株当たり当期純利益金額（円） 94.58 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額は、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  

  
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当期純利益（百万円） 5,006 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 33 

（うち利益処分による役員賞与金） (33) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,973 

期中平均株式数（株） 52,583,218 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】  

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】  

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高及びその他の有利子負債残高に対する加重平均利率を記載しておりま

す。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとお

りであります。 

３．その他の有利子負債の「取引保証金」「長期預り保証金」は、主に営業取引契約に伴う保証金であります。

保証金については、取引契約の解約等特別な事情がある場合のみ払い出すものであり、個別の返済予定がな

いため、「返済期限」及び連結貸借対照表日後５年間の返済予定額については記載しておりません。 

(2）【その他】  

該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － 500 0.51 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － 791 1.35 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） － 14,245 0.94 平成19年～25年 

その他の有利子負債         

取引保証金 － 14 0.02   

長期預り保証金 － 1,183 1.02   

計 － 16,733 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 6,491 6,291 291 291 



２【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  809 1,252 

２．受取手形 ※５ 277 155 

３．売掛金 ※４ 30,409 33,652 

４．商品  118 35 

５．製品  6,073 4,597 

６．原材料  1,594 1,718 

７．貯蔵品  344 463 

８．短期貸付金 ※６ － 5,999 

９．前払費用  1,511 1,344 

10．未収入金  4,958 6,852 

11．繰延税金資産  1,815 1,632 

12．その他  152 323 

貸倒引当金  △78 △111 

流動資産合計  47,988 47.9 57,916 51.7

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1) 建物 ※１ 16,365 16,899   

減価償却累計額  7,204 9,160 7,894 9,005 

(2) 構築物  2,580 2,682   

減価償却累計額  1,230 1,350 1,365 1,316 

(3) 機械及び装置  26,086 29,961   

減価償却累計額  17,305 8,780 19,401 10,559 

(4) 車輌運搬具  13 13   

減価償却累計額  12 0 12 0 

(5) 工具器具備品  1,987 2,093   

減価償却累計額  1,494 492 1,629 463 

(6) 土地 ※１ 21,336 21,336 

(7) 建設仮勘定  315 26 

有形固定資産合計  41,436 41.4 42,708 38.2

 



   
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

２．無形固定資産    

(1) 商標権  399 133 

(2) ソフトウェア  2,432 2,925 

(3) ソフトウェア仮勘定  1,012 － 

(4) 施設利用権  72 64 

無形固定資産合計  3,915 3.9 3,123 2.8

３．投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  1,092 1,290 

(2) 関係会社株式  － 827 

(3) 従業員長期貸付金  2 0 

(4) 破産債権・更生債権
その他これらに準ず
る債権 

 79 66 

(5) 長期前払費用  1,118 1,227 

(6) 敷金・保証金  1,524 1,324 

(7) 繰延税金資産  2,894 3,169 

(8) その他  140 367 

貸倒引当金  △81 △68 

投資その他の資産合計  6,769 6.8 8,205 7.3

固定資産合計  52,121 52.1 54,037 48.3

資産合計  100,109 100.0 111,953 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形 ※５ 456 420 

２．買掛金  21,007 21,885 

３．短期借入金  800 500 

４．親会社からの短期借入
金 

※４ 2,500 － 

５．１年以内返済予定長期
借入金 

※１ 2,591 791 

６．未払金 ※４ 22,312 24,874 

７．未払法人税等  2,041 3,314 

８．未払消費税等  562 203 

９．未払費用  3,917 3,863 

10．預り金 ※４ 868 2,267 

11．賞与引当金  473 544 

12．設備関係支払手形 ※５ 177 367 

13．その他  134 117 

流動負債合計  57,843 57.8 59,150 52.9

 



   
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※１ 9,036 14,245 

２．退職給付引当金  7,954 8,463 

３．役員退職慰労引当金  62 63 

４．長期預り保証金  1,209 1,210 

５．その他  3 0 

固定負債合計  18,265 18.2 23,983 21.4

負債合計  76,108 76.0 83,133 74.3

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２ 11,081 11.1 11,081 9.9

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  9,307 9,307   

資本剰余金合計  9,307 9.3 9,307 8.3

Ⅲ 利益剰余金    

１．任意積立金    

(1) 固定資産圧縮積立金  233 214   

(2) 別途積立金  － 233 1,000 1,214 

２．当期未処分利益  3,322 7,059 

利益剰余金合計  3,556 3.6 8,274 7.4

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 56 0.0 158 0.1

Ⅴ 自己株式 ※３ △0 △0.0 △2 △0.0

資本合計  24,000 24.0 28,819 25.7

負債・資本合計  100,109 100.0 111,953 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    

１．製品売上高  201,373 207,886   

２．商品売上高  2,633 204,006 100.0 2,248 210,135 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１．製品売上原価    

(1) 期首製品たな卸高  4,251 6,073   

(2) 当期製品製造原価  84,817 92,702   

(3) 当期製品仕入高  339 411   

合計  89,408 99,187   

(4) 他勘定振替高 ※１ 997 2,074   

(5) 期末製品たな卸高  6,073 82,337 4,597 92,515 

２．商品売上原価    

(1) 期首商品たな卸高  129 118   

(2) 当期商品仕入高  1,893 1,975   

合計  2,022 2,093   

(3) 他勘定振替高 ※１ 3 87   

(4) 期末商品たな卸高  118 1,901 35 1,970 

売上原価合計  84,238 41.3 94,485 45.0

売上総利益  119,768 58.7 115,649 55.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2、4 111,634 54.7 105,486 50.2

営業利益  8,133 4.0 10,162 4.8

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  4 2   

２．有価証券利息  0 0   

３．受取配当金  10 12   

４．受取賃貸料  39 65   

５．受入技術支援料  100 22   

６．保証金取崩益  － 51   

７．雑収入  54 209 0.1 34 188 0.1

     
 



製造原価明細書 

 （注）当社の原価計算は製品別実際総合原価計算を採用しております。 

   
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  173 175   

２．たな卸資産廃棄損  575 499   

３．租税公課  110 －   

４．雑支出  106 966 0.5 109 783 0.3

経常利益  7,376 3.6 9,567 4.6

Ⅵ 特別損失    

１．固定資産売却除却損 ※３ 387 138   

２．前期販売促進費   1,974 －   

３．自動販売機新札対応費   1,667 －   

４．その他特別損失   13 4,042 2.0 － 138 0.1

税引前当期純利益  3,334 1.6 9,428 4.5

法人税、住民税及び 
事業税 

 2,037 4,143   

法人税等調整額  △2,259 △221 △0.1 △162 3,981 1.9

当期純利益  3,556 1.7 5,447 2.6

前期繰越利益  － 1,848 

前期繰越損失  233 － 

中間配当額  － 236 

当期未処分利益  3,322 7,059 

     

   
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  58,531 69.0 65,726 70.9

Ⅱ 労務費  2,095 2.5 2,281 2.5

Ⅲ 経費  24,191 28.5 24,694 26.6

（うち外注加工費）  (10,030) (11.8) (10,984) (11.8)

当期総製造費用  84,817 100.0 92,702 100.0 

当期製品製造原価  84,817 92,702 

     



③【キャッシュ・フロー計算書】 

当社は当事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）から連結財務諸表を作成しているため、「連結キャ

ッシュ・フロー計算書」については、連結財務諸表に記載しております。 

    
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益   3,334

減価償却費   4,382

貸倒引当金の減少額   △19

賞与引当金の増加額   80

退職給付引当金の増加額   564

役員退職慰労引当金の増加額   29

受取利息及び受取配当金   △15

支払利息   173

有形固定資産売却除却損   283

無形固定資産除却損   103

売上債権の増加額   △1,744

たな卸資産の増加額   △1,577

仕入債務の増加額   2,711

未払金の増加額   3,868

未払消費税等の減少額   △84

その他流動資産の増加額   △2,208

その他流動負債の増加額   3,166

その他固定負債の減少額   △63

その他   427

小計   13,412

利息及び配当金の受取額   15

利息の支払額   △171

法人税等の支払額   △76

営業活動によるキャッシュ・フロー   13,179

 



    
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出   △5,697

有形固定資産の売却による収入   2

無形固定資産の取得による支出   △1,592

投資有価証券の取得による支出   △11

長期前払費用の取得による支出   △687

貸付金の回収による収入   1

その他投資の取得による支出   △184

その他投資の回収による収入   185

投資活動によるキャッシュ・フロー   △7,984

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純減少額   △5,300

長期借入金の借入れによる収入   6,200

長期借入金の返済による支出   △5,991

自己株式の取得による支出   △0

配当金の支払額   △1

財務活動によるキャッシュ・フロー   △5,092

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   102

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   706

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 809

    



④【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年３月24日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年３月24日） 

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益 3,322  7,059 

Ⅱ 任意積立金取崩額  

固定資産圧縮積立金取崩額 18 18 14 14

合計   3,341   7,074

Ⅲ 利益処分額     

１．配当金 473   394   

２．役員賞与金 19   33   

（うち監査役賞与金） (0)   (2)   

３．任意積立金         

別途積立金 1,000 1,492 5,000 5,427 

Ⅳ 次期繰越利益   1,848   1,646

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

────── 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日前１ヶ月の市場価格等の平

均に基づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用し

ております。 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(2) その他有価証券 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法（但し、特例処理の要件を満た

している場合には、特例処理によってお

ります。） 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品、製品、原材料 

総平均法による原価法 

同左 

  貯蔵品 

移動平均法による原価法 

  

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産……定率法 

 但し、平成10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。 

同左 

  （主な耐用年数） 

建物       ３～39年 

機械及び装置   ２～15年 

  

  (2) 無形固定資産……定額法 

 但し、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

  

５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えて、賞与

支給見込額の当期負担額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき、当事業年度末において

発生していると認められる額を計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

期から費用処理することとしておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

期から費用処理することとしておりま

す。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、当社所定の内規による期末要支給

額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たしている金利

スワップについて、特例処理を採用し

ております。 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ取引 

ヘッジ対象・・・借入金利息 

 

  (3) ヘッジ方針 

デリバディブ取引は借入金利等の将

来の金利市場における利率上昇による

変動リスク回避を目的としており、投

機的な取引は行わない方針でありま

す。 

 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略して

おります。 

 

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

────── 

９．その他財務諸表作成の基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

同左 



表示方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（貸借対照表） 

 ソフトウェア仮勘定は、前事業年度まで無形固定資産

の「ソフトウェア」として表示しておりましたが、資産

総額の100分の１を超えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前事業年度の「ソフトウェア仮勘定」の金額は

284百万円であります。 

（貸借対照表） 

短期貸付金は、前事業年度まで流動資産の「その他」

として表示しておりましたが、資産総額の100分の１を超

えたため区分掲記いたしました。 

なお、前事業年度の「短期貸付金」の金額は0百万円で

あります。 

前事業年度まで区分掲記しておりました「ソフトウェ

ア仮勘定」（当事業年度末残高183百万円）は、資産総額

の100分の１以下となったため、無形固定資産の「ソフト

ウェア」に含めて表示することにしました。 

（損益計算書） 

 租税公課は、前事業年度まで営業外費用の「雑支出」

として表示しておりましたが、営業外費用の総額の100分

の10を超えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前事業年度の「租税公課」の金額は1百万円であ

ります。 

（損益計算書） 

前事業年度まで区分掲記しておりました「租税公課」

（当事業年度１百万円）は、営業外費用の総額の100分の

10以下となったため、営業外費用の「雑支出」に含めて

表示することにしました。 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（販売促進費の計上） 

 卸売店から量販店等への販売数量により計算される販

売促進費については、月末時に該当数量を正確に見積る

ことが困難であったため、卸売店からの請求書をもとに

計上しておりました。しかしながら、システム整備等に

より量販店等への月間販売数量を適時に見積ることが可

能となりましたので、当期末より月末時点での見積りに

基づいて計上しております。なお、当期以降の期間比較

性を確保するために前期販売数量に係る販売促進費1,974

百万円については特別損失に計上することといたしまし

た。この結果、従来の方法に比較して、営業利益及び経

常利益が285百万円、税引前当期純利益は2,260百万円並

びに当期純利益が1,340百万円それぞれ減少しておりま

す。 

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 

建物 3,427百万円

土地  9,188 

計 12,616 

建物 3,406百万円

土地 9,188 

計 12,594 

 上記資産は、長期借入金2,336百万円及び１年以内

返済予定長期借入金291百万円の担保（担保予約）に

供しております。 

 上記資産は、長期借入金2,045百万円及び１年以内

返済予定長期借入金291百万円の担保（担保予約）に

供しております。 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 ※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 160,000,000株

発行済株式総数 普通株式 52,585,000株

授権株式数 普通株式 160,000,000株

発行済株式総数 普通株式 52,585,000株

※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式で675株

であります。 

※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式で2,220

株であります。 

※４ 関係会社項目 

 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 

※４ 関係会社項目 

 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 

売掛金 754百万円

未払金  376 

親会社からの短期借入金  2,500 

売掛金 1,909百万円

未払金 499 

預り金 1,409 

※５ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て処理しております。 

 従って、当事業年度末日は金融機関の休日のた

め、次のとおり期末日満期手形が期末残高に含まれ

ております。 

※５ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て処理しております。 

 従って、当事業年度末日は金融機関の休日のた

め、次のとおり期末日満期手形が期末残高に含まれ

ております。 

受取手形 15百万円

支払手形 229 

設備関係支払手形 17 

受取手形 1百万円

支払手形 272 

設備関係支払手形 35 

※６       ────── ※６ このうち現先取引による短期貸付金は5,999百万円

であり、当該現先取引にかかる担保受入有価証券の

時価は6,003百万円であります。 

 ７       ──────  ７ 平成16年３月26日開催の定時株主総会において下

記の欠損てん補を行っております。 

資本準備金 3,838百万円

利益準備金 174 

 ８ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は56百万円で

あります。 

 ８ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は158百万円で

あります。 

    



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 他勘定振替高の内訳 

 他勘定振替高は、主として製品及び商品を見本品

等として内部消費したもの及び廃棄による振替分で

あり、次の科目に振り替えております。 

※１ 他勘定振替高の内訳 

 他勘定振替高は、主として製品及び商品を見本品

等として内部消費したもの及び廃棄による振替分で

あり、次の科目に振り替えております。 

製品 製品 

製造原価 51百万円 製造原価 60百万円

販売費及び一般管理費 販売費及び一般管理費 

販売促進費  605 

その他  302 

小計 958 

販売促進費 490 

その他 688 

小計 1,238 

営業外費用 営業外費用 

たな卸資産廃棄損 38 

合計 997 

たな卸資産廃棄損 112 

関係会社株式（注) 723 

合計 2,074 

商品 商品 

販売費及び一般管理費 販売費及び一般管理費 

販売促進費 3百万円 販売促進費 0百万円

  営業外費用 

 たな卸資産廃棄損 1 

関係会社株式（注) 85 

合計 87 

  （注）平成17年１月４日付で設立したアサヒビバレッジ

サービス株式会社に対する分割資産であります。 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

販売促進費 49,033百万円

運搬費 11,583 

販売器具費 16,100 

広告宣伝費 10,524 

従業員給料手当  8,181 

従業員賞与  1,858 

賞与引当金繰入額 412 

退職給付費用 609 

役員退職慰労引当金繰入額 29 

減価償却費 353 

研究開発費 798 

販売促進費 50,890百万円

運搬費 12,284 

販売器具費 12,104 

広告宣伝費 11,123 

貸倒引当金繰入額 50 

従業員給料手当 5,293 

従業員賞与 1,693 

賞与引当金繰入額 340 

退職給付費用 407 

役員退職慰労引当金繰入額 27 

減価償却費 343 

研究開発費 991 

 なお、販売費及び一般管理費のうち、販売費に属

する費用の割合はおおむね91％であります。 

 なお、販売費及び一般管理費のうち、販売費に属

する費用の割合はおおむね91％であります。 

 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※３ 固定資産売却除却損の内訳は次のとおりです。 ※３ 固定資産売却除却損の内訳は次のとおりです。 

固定資産除却損 固定資産除却損 

建物 38百万円

構築物 1 

機械及び装置 219 

車両運搬具  1 

工具器具備品 8 

ソフトウェア 103 

計 373 

建物 31百万円

構築物 3 

機械及び装置 91 

工具器具備品 5 

ソフトウェア 7 

計 138 

固定資産売却損   

機械及び装置 13 

計 13 

 

※４ 研究開発費の総額 ※４ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 798百万円 一般管理費に含まれる研究開発費 991百万円

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成16年12月31日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 809 

現金及び現金同等物 809 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

機械及び装置 2,536 2,238 297

車輌運搬具 2,093 925 1,167

工具器具備品 37,533 21,121 16,411

合計 42,162 24,285 17,876

取得価額 
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円）

機械及び装置 2,444 2,267 176

車輌運搬具 483 201 281

工具器具備品 31,389 15,315 16,073

合計 34,316 17,784 16,532

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 7,329百万円

１年超 11,641 

合計 18,971 

１年内 6,406百万円

１年超 11,047 

合計 17,453 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 11,027百万円

減価償却費相当額 9,690 

支払利息相当額 840 

支払リース料 8,702百万円

減価償却費相当額 7,798 

支払利息相当額 792 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 145百万円

１年超 198 

合計 343 

１年内 92百万円

１年超 129 

合計 222 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成16年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、その他有価証券で時価のある株式について、減

損処理を行った銘柄はありません。  

また、減損処理にあたっては、期末決算における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につい

て減損処理を行っております。  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

３．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定 

当事業年度（平成17年12月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  種類 取得原価（百万円)
貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額（百万円） 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 

株式 329 540 211 

小計 329 540 211 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 

株式 570 453 △117 

小計 570 453 △117 

合計 899 994 94 

  貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 96 

非上場債券 1 

  １年以内（百万円）
１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１．債券         

(1) 国債・地方債等 － － － － 

(2) 社債 1 － － － 

(3) その他 － － － － 

２．その他 － － － － 

合計 1 － － － 



（デリバティブ取引関係） 

当社は当事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）から連結財務諸表を作成しているため、

「デリバティブ取引関係」については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

前事業年度（平成16年12月31日現在） 

金利スワップ取引を行っておりますが、特例処理を適用しておりますので、注記の対象から除いております。 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

(1) 取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワッ

プ取引であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の金利変動によるリ

スク回避を目的としており、投機目的での取引は行わな

い方針であります。 

(3) 取引の利用目的 

 当社は、金利関連のデリバティブ取引について、長期

借入金の金利変動リスクをヘッジするため、変動金利を

固定金利に変換する目的で金利スワップ取引を行ってお

ります。 

 なお、当該取引については、ヘッジ会計における特例

処理の要件を満たしているため、特例処理を適用してお

ります。従って、その判定を以ってヘッジの有効性の判

定に代えております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

 金利関連における金利スワップ取引においては、市場

金利の変動によるリスクを有しておりますが、ヘッジ対

象の負債に係る金利変動リスクと相殺されます。 

 また、当社の金利スワップの契約先は信用度の高い国

内銀行であるため、相手先の契約不履行による信用リス

クはないと判断しており、さらにこうした信用リスクを

回避するため、金利スワップ取引の契約先を借入金と相

殺可能な借入先としております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

 金利関連のデリバティブ取引は、社内規程に基づき、

経営会議において承認を受けた範囲で財務部が行ってお

り、社内規程に定められた報告体制に従い、デリバティ

ブ取引の内容、残高等の状況を随時担当役員に報告して

おります。 



（退職給付関係） 

当社は当事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）から連結財務諸表を作成しているため、

「退職給付関係」については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。従来は、退職時の本給に勤続年

数に応じた支給係数及び支給率を乗じて算出しておりましたが、平成17年１月１日より退職時までに取得

したポイントに１ポイントあたりの単価を乗じて算出する退職一時金制度（ポイント制）に制度変更して

おります。 

 なお、この変更による退職給付債務に与える影響は軽微であります。  

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務の計算基礎 

  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 

(1) 退職給付債務（百万円） △7,503 

(2) 未積立退職給付債務（百万円）(1) △7,503 

(3) 未認識数理計算上の差異（百万円） △451 

(4) 退職給付引当金（百万円）(2)＋(3) △7,954 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

退職給付費用（百万円）  698  

(1) 勤務費用（百万円）  580  

(2) 利息費用（百万円）  172  

(3) 数理計算上の差異の費用処理額 

（百万円） 

 △54  

  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(2) 割引率（％） 2.5 

(3) 数理計算上の差異の処理年数（年） 10 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

当社は当事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）から連結財務諸表を作成しているため、

「持分法損益等」については、記載を省略しております。 

前事業年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(単位：百万円)

繰延税金資産  

退職給付引当金損金算入限度超過額 3,015

役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 25

賞与引当金損金算入限度超過額 192

未払事業税 172

貸倒引当金損金算入限度超過額 43

たな卸資産評価損否認額 87

減価償却費損金算入限度超過額 26

未払費用自己否認額 1,265

その他 80

繰延税金資産 小計 4,910

評価性引当額 △15

繰延税金資産 計 4,895

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △38

固定資産圧縮積立金 △146

繰延税金負債 計 △185

繰延税金資産の純額 4,710

(単位：百万円)

繰延税金資産  

退職給付引当金損金算入限度超過額 3,333

役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 25

賞与引当金損金算入限度超過額 221

未払事業税 261

貸倒引当金損金算入限度超過額 55

たな卸資産評価損否認額 77

減価償却費損金算入限度超過額 29

未払費用自己否認額 1,003

その他 52

繰延税金資産 小計 5,060

評価性引当額 △12

繰延税金資産 計 5,047

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △108

固定資産圧縮積立金 △136

繰延税金負債 計 △245

繰延税金資産の純額 4,801

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  （％）

法定実効税率 42.0

（調整）  

評価性引当額 △11.2

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.6

繰越欠損金 △43.9

住民税均等割 2.1

その他 0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △6.7

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

当社は当事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）から連結財務諸表を作成しているため、

「関連当事者との取引」については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

前事業年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

（注２）借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しており、返済期間は１年以内としております。 

なお、担保は提供しておりません。 

(2) 役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

(3) 子会社等 

 該当事項はありません。 

(4) 兄弟会社等 

 （注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

購入価額は市場性を加味した鑑定価格によって決定しております。  

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 
アサヒビ

ール㈱ 

東京都 

中央区 
182,531 

ビール等

酒類製

造、販売 

(被所有) 

直接 

51.17％ 

兼任1人 

出向3人 

転籍6人 

製品の販

売及び資

金の借入

等 

製品の販売 

（注１） 
4,247 売掛金 754 

資金の借入 

（注２） 
13,900 

親会社か

らの短期

借入金 

2,500 

利息の支払 

（注２） 
1 － － 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員の 
兼任等 
（人） 

事業上 
の関係 

親会社の 

子会社  

センチュリ

ー開発企画

㈱ 

東京都 

墨田区 
10 不動産業 なし なし なし 土地の購入 3,630 － － 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額（円） 456.06 547.45 

１株当たり当期純利益金額（円） 67.26 102.96 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額は、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

同左 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当期純利益（百万円） 3,556 5,447 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 19 33 

（うち利益処分による役員賞与金） (19) (33) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,536 5,414 

期中平均株式数（株） 52,584,553 52,583,218 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

株式会社菱食 103,310 339 

株式会社ライフコーポレーション  100,000 175 

東海旅客鉄道株式会社 127 139 

株式会社ファミリーマート 23,416 90 

株式会社西友 163,000 54 

株式会社アークス 25,612 49 

ジャパンフーズ株式会社 30,000 44 

株式会社ジャパンビバレッジ 60,000 42 

三和ベンダー株式会社 2,600 37 

株式会社フジ 18,451 35 

その他47銘柄 359,265 282 

計 885,781 1,290 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期の主な増加理由は次のとおりであります。 

２．長期前払費用の差引当期末残高で（ ）内の金額は、次期償却予定額で下段に含まれ、貸借対照表上、流動

資産の「前払費用」に計上されております。 

３．当期より重要性が乏しくなったためソフトウェア仮勘定をソフトウェアに含めて表示したことに伴い、ソフ

トウェアの前期末残高にソフトウェア仮勘定が1,012百万円含まれております。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産               

建物 16,365 611 76 16,899 7,894 741 9,005 

構築物 2,580 108 6 2,682 1,365 138 1,316 

機械及び装置 26,086 4,015 141 29,961 19,401 2,201 10,559 

車輌運搬具 13 － － 13 12 0 0 

工具器具備品 1,987 147 40 2,093 1,629 170 463 

土地 21,336 － － 21,336 － － 21,336 

建設仮勘定 315 4,593 4,882 26 － － 26 

有形固定資産計 68,685 9,475 5,147 73,012 30,304 3,252 42,708 

無形固定資産               

商標権 2,663 － － 2,663 2,530 266 133 

ソフトウェア 4,950 403 23 5,329 2,404 914 2,925 

施設利用権 171 0 － 171 107 7 64 

無形固定資産計 7,785 403 23 8,165 5,042 1,188 3,123 

長期前払費用 3,393 845 94 4,144 2,453 617 
(463)

1,690 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

機械及び装置 柏工場飲料製造設備 738百万円 

  富士山工場飲料製造設備 2,234百万円 

  明石工場飲料製造設備 989百万円 

  北陸工場飲料製造設備 51百万円 



【資本金等明細表】 

 （注）１．期末日現在における自己株式数は2,220株であります。 

２．固定資産圧縮積立金の当期減少額及び別途積立金の当期増加額は、前期決算の利益処分によるものでありま

す。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額等であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 11,081 － － 11,081 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (52,585,000) (    －) (    －) (52,585,000) 

普通株式 （百万円） 11,081 － － 11,081 

計 （株） (52,585,000) (    －) (    －) (52,585,000) 

計 （百万円） 11,081 － － 11,081 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （百万円） 9,307 － － 9,307 

計 （百万円） 9,307 － － 9,307 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） － － － － 

（任意積立金）           

固定資産圧縮積立金

（注）２ 
（百万円） 233 － 18 214 

別途積立金（注）２ （百万円） － 1,000 － 1,000 

計 （百万円） 233 1,000 18 1,214 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 159 130 30 79 180 

賞与引当金 473 544 473 － 544 

役員退職慰労引当金 62 27 26 － 63 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 15 

預金   

当座預金 582 

普通預金 53 

通知預金 600 

別段預金 1 

小計 1,236 

合計 1,252 

相手先 金額（百万円） 

株式会社大物 26 

旭食品株式会社 24 

株式会社鎌仁商店 14 

株式会社光明兼光本店 10 

藤徳物産株式会社 7 

その他 72 

合計 155 

期日別 金額（百万円） 

平成17年12月期日 1 

平成18年１月期日 149 

平成18年２月期日 3 

平成18年３月期日 0 

合計 155 



３）売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

（注）消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

４）商品 

５）製品 

相手先 金額（百万円） 

新東亜交易株式会社 3,110 

伊藤忠食品株式会社 3,031 

株式会社菱食 2,974 

国分株式会社 2,302 

加藤産業株式会社 2,105 

その他 20,127 

合計 33,652 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C)

───── 
(A) ＋ (B) 

×100

(A) ＋ (D)
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

30,409 236,909 233,666 33,652 87.4 49.3 

品目 金額（百万円） 

他社飲料、菓子他 35 

合計 35 

品目 金額（百万円） 

お茶飲料 1,487 

コーヒー飲料 1,301 

炭酸飲料 946 

果実飲料 357 

その他飲料 504 

合計 4,597 



６）原材料 

７）貯蔵品 

８）短期貸付金 

９）未収入金 

品目 金額（百万円） 

果汁 277 

茶類 227 

香料 68 

カートン・ラベル 48 

ペットボトル 42 

その他の原材料 831 

小計 1,496 

リターナブル容器 221 

合計 1,718 

品目 金額（百万円） 

劣化資産 75 

修繕材料 53 

補助材料 45 

その他 290 

合計 463 

区分 金額（百万円） 

現先取引 5,999 

その他 0 

合計 5,999 

相手先 金額（百万円） 

株式会社日本キャンパック 1,042 

株式会社フジシール 1,027 

アサヒビバレッジサービス株式会社 755 

神奈川柑橘果工株式会社 531 

日本果実工業株式会社 381 

その他 3,113 

合計 6,852 



② 負債の部 

１）支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

２）買掛金 

相手先 金額（百万円） 

土屋工業株式会社 261 

株式会社ニッセー 66 

長岡香料株式会社 16 

六甲技研株式会社 14 

アートファクトリー玄株式会社 12 

その他 50 

合計 420 

期日別 金額（百万円） 

平成17年12月期日 272 

平成18年１月期日 85 

平成18年２月期日 26 

平成18年３月期日 35 

合計 420 

相手先 金額（百万円） 

東洋製罐株式会社 8,545 

大和製罐株式会社 2,249 

株式会社フジシール 987 

レンゴー株式会社 967 

三栄源エフ・エフ・アイ株式会社 843 

その他 8,292 

合計 21,885 



３）設備関係支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

４）未払金 

相手先 金額（百万円） 

株式会社森下機械製作所 114 

三宝電機株式会社 49 

株式会社濱田工務店 27 

株式会社ダイキンアプライドシステムズ 26 

株式会社エビック 18 

その他 130 

合計 367 

期日別 金額（百万円） 

平成17年12月期日 35 

平成18年１月期日 99 

平成18年２月期日 48 

平成18年３月期日 153 

平成18年４月期日 － 

平成18年５月期日 2 

平成18年６月期日 28 

合計 367 

区分 金額（百万円） 

販売促進費 10,878 

有償支給原材料購入代 4,046 

固定資産購入代 3,728 

運搬費 1,001 

リース料 902 

外注加工賃 892 

その他 3,425 

合計 24,874 



５）長期借入金 

６）退職給付引当金 

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分 金額（百万円） 

株式会社三井住友銀行 3,600 

株式会社みずほコーポレート銀行 2,500 

農林漁業金融公庫 2,045 

第一生命保険相互会社 1,100 

住友信託銀行株式会社 1,000 

その他 4,000 

合計 14,245 

区分 金額（百万円） 

退職給付債務 7,813 

未認識数理計算上の差異 615 

未認識過去勤務債務 34 

合計 8,463 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）平成18年３月24日開催の定時株主総会により、当社の公告は電子公告により行う旨に変更となりました。ただ

し、電子公告によることができないやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行います。 

決算期 12月31日 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 500株券 1,000株券 10,000株券 100,000株券 

中間配当基準日 ６月30日 

１単元の株式数 500株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 

以下の算式により１単元当たりの金額を算出し、これを買い取った単元未

満株式の数で按分した金額とする。 

（算式）株式取扱規程第27条に定める１株当たりの買取価格に１単元の株

式数を乗じた合計金額に対し 

100万円以下の金額につき           1.150％ 

100万円を超える500万円以下の金額に対し    0.900％ 

500万円を超え1,000万円以下の金額につき    0.700％ 

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき   0.575％ 

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき   0.375％ 

（円未満の端数を生じた場合には切り捨てる） 

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円

とする。 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 

株主優待の方法   毎年12月31日現在の株主及び実質株主に対し、当社

製品を年１回、以下の基準により贈呈する。 

(1) 贈呈基準    所有株式数500株（１単元）以上保有の株主に対し、

一律に2,800円相当の自社製品を贈呈する。 

(2) 実施時期    基準日の翌年４月送付を予定。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等であるアサヒビール株式会社は、継続開示会社であり、東京証券取引所市場第一部及び大阪証券取

引所市場第一部に上場しております。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第23期）（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日）平成17年３月24日関東財務局長に提

出。 

(2) 半期報告書 

 （第24期中）（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月28日関東財務局長に提出。 

(3) 半期報告書の訂正報告書 

 （第24期中）（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）平成18年３月20日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

    平成18年３月24日

アサヒ飲料株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 西村 勝秀  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 文倉 辰永  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 河西 正之  印  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアサヒ

飲料株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アサ

ヒ飲料株式会社及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書

    平成17年３月24日

アサヒ飲料株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 西村 勝秀  印 

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 飯塚 昇   印 

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 文倉 辰永  印  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアサヒ

飲料株式会社の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの第23期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。  

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アサヒ飲

料株式会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書

    平成18年３月24日

アサヒ飲料株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 西村 勝秀  印 

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 文倉 辰永  印  

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 河西 正之  印  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアサヒ

飲料株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第24期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。  

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アサヒ飲

料株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。 
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